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図５－４ 災害対策等の充実に係る施策課題及び主要施策

（４）環境・エネルギー対策の強化

ア．資源消費の節約、廃棄物減量化等の環境負荷の低減、水の持つエネルギーの有

効利用等による環境保全への貢献

公益的サービスの提供者としての側面に加え、エネルギー消費産業としての側面

をも有し、温室効果ガス（二酸化炭素等）を排出する水道事業には、環境保全に対

。 、 、する社会的責任を果たすことが求められている 特に 地球温暖化対策に関しては

平成20年３月に「京都議定書目標達成計画」の改定が閣議決定され、水道事業にお

いても省エネルギー・再生可能エネルギー対策の必要性が位置付けられるなど、水

道事業者等による主体的かつ積極的な貢献がこれまで以上に求められている。

近年、省エネルギー対策や再生可能エネルギーの利用促進、省資源等に関する制

度が整備されつつあり、大規模の事業に加え、これらのエネルギー関係法制度の対

象とならない中小の事業にあっても、資源消費や環境負荷の少ない環境効率性・経

済効率性のよい水道システムへの変革を行うことが求められている。施設整備に関

しては、効率性と環境・省エネ・地球温暖化対策・持続可能性といった視点で在り

方を見直す必要がある。

、 、 、さらに 従来の水道施設は 需要増に応じた必要水量の逐次確保を優先した結果

既存施設へのつぎはぎ的な追加によって構成されている施設が少なくなく、必ずし

も環境保全面からは最適な施設にはなっていない場合がある。今後は、施設更新等

に合わせ、エネルギー効率の高い施設やシステムを整備していくとともに、水道施

設は水の有する位置エネルギー、熱エネルギー等を利用することができる施設でも

あることにも着目し、他の分野とも協調・調整を図りながら、社会システム全体で

環境負荷を低減する方策の検討も推進する。
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